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第 1節   メンタルヘルス状況等の比較 

















める精神疾患による病気休職者の割合は、平成 13 年から平成 23 年の 10 年間で 0.27％か














査より、教員の時間外勤務は１カ月平均で 72 時間 56 分、自宅に持ち帰った仕事の時間も


























































































































































（National Institute of Occupational Safety and Health）の職業性ストレスモデル









入率は、フォーチュントップ 100の企業の 100％、トップ 500の企業の 95％に上っている。















































































































に様々なうつ病自己評価尺度が開発されているが、主なものとしては、CES-D （Center for 
Epidemiological Studies Depression Scale）、BDI （Beck’s Depression Inventory）、SDS 






Rating Scale for Depression）（Hamilton, 1960）が最も利用されていることが示された
（38.9%）。続いてツァン自己評価式抑うつ性尺度 SDS（Zung Self-Rating Depression Scale）
（Zung, 1965）が 33.9%、ベック抑うつ質問紙 BDI（Beck Depression Inventory）（Beck, 
Ward, Mendelson et al., 1961）が 15.6%、一般健康調査質問紙 GHQ（General Health 
Questionnaire）（Goldberg & Blackwell, 1970）が 6.9%、疫学的うつ病評価尺度 CES-D
（Center for Epidemiological Studies Depression Scale）（Radloff, 1977）が 6.4%であっ
た。また利用率が 6.4 %未満の尺度は 50種類以上あった。 
以下、こうした各尺度の中で使用頻度の高い、SDS、BDI、GHQ、CES-D、IDDについ
て、それぞれの尺度の構成や特徴等についてレビューする。また、近年新たに開発されてい








のいずれかを選択する。回答に要する時間は 10～15 分程度であり、20 項目の合計得点を
算出する。総合点は 20～80点となるが、日本語版では正常群平均 35点、神経症群平均 49
点、うつ病患者群 60 点であった。スクリーニングとして利用する場合の区分点を 40 点と










Beck, Ward, Mendelson et al.（1961）により臨床的な観察と患者の訴えに基づいて作成
されたテストである。「悲しみ」、「自責感」などの 21項目で構成され、それぞれの項目につ
いて自分に当てはまる文章を選ぶ形式である。1979 年に 15 項目に修正が加えられ、選択
肢を 4つに限定した改訂版（BDI-IA）が出版された。1996年には、DSM-Ⅳの診断基準を






















（Papassotiropoulos, Heum & Maier, 1997 ; Papassotiropoulos & Heum, 1999）や心筋梗
塞後の気分障害（Goldberg & Hilier, 1979）などのスクリーニングにも有用であると報告さ
れている。 





る（Goldberg, Hilier, 1979）。また、日本語版 GHQ30の因子分析では、「抑うつ」、「不安」、
「緊張」、「気力低下」、「対人関係障害」、「対処困難」、「不眠」、「アンヘドニア（無快楽症）
と社会的逃避」の 8因子が抽出されている（Ohta, Kawasaki, Araki et al, 1995）。GHQ12
の妥当性も他の版と比べて遜色ないことが示されている（Goldberg, Gater, Sartorius et al., 
1997）。なお施行時間は、60項目で 6～8分、30項目で 3～4分、12項目で 2～5分程度で
ある。選択肢は、「全くなかった」、「あまりなかった」、「あった」、「たびたびあった」から
該当するものを 1 つ選ぶという回答方法であるが、採点の際は、逆転項目が含まれている




た場合は 0 点、「あった」、「たびたびあった」と答えた場合には 1 点）を与えて採点する
GHQ法の 2種類が存在する。これら 2種類の採点方法の相関関係は 0.92～0.94と高く、
スクリーニング機能として大差がないため、近年では単純な GHQ法の方が奨励される傾向
にある。信頼性については、折半法および試験－再試験法で高い信頼性が示されており、内
的整合性も高い。感度は 81～91％、特異度は 88～94％と報告されている（Goldberg & 
Williams, 1988）。 
 GHQ得点は、女性は男性より高得点であり、社会階層が低い方が高い階層よりも高得点
















Institute of Mental Health; NIMH）において Radloff（1977）により開発されたテストで



















DSM-Ⅲ診断基準に基づき Zimmerman, Coryell & Wilson et al.（1986）により作成された
テストであり、うつ病の診断に用いることが可能である。DSM-Ⅲ診断基準と対応する 22
項目から構成されている。各 22項目について直近 1週間の状態にあてはまる陳述を 5段階
評価（0～4）から選択し、症状が存在する陳述（1～4）を選択した場合には、その症状が 2
週間以上続いているのか、2 週間以内なのかを二者択一で選択する。記入時間はおよそ 15
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 本研究における調査のアンケート回収率は 54 名中、有効回答数は 52 名で、回収率は





であった。次いで、「35歳以上 40歳未満」が 10名（19.2％）、「25歳以上 30歳未満」が 5
















































































































































































































































を実施した。2013年 7月 22 日（本島）、8月 13 日（離島）の沖縄県教育職員免許法認定
講習の休憩時において、調査の趣旨説明を行いプライバシーの配慮をした上で調査票を合











 内訳は、男性 42名（24.3％）、女性 116名（67.1％）、不明 15名（8.7％）であった。ま
た、勤務する地域は本島 114名（65.9%）、離島 59名（34.1%）であり、雇用形態について






 回答者の年齢の平均は 40.0±7.99 歳であり、最小は 24歳、最大は 58歳であった。内訳
は、「40歳以上 45歳未満」と回答した人が一番多く、39名（22.5％）であった。次いで、
「45歳以上 50歳未満」30名（17.3％）、「30歳以上 35歳未満」25名（14.5％）、「35歳以
上 40歳未満」23名（13.3％）、「25歳以上 30歳未満」18名（10.4％）、「50歳以上 55歳
未満」10名（5.8％）、「55歳以上」7名（4.0％）、「25歳未満」1名（0.6％）、不明 20名（11.6％）
であった。 
 年代別の比較を行うために、年齢が 40 歳未満の教員を「若年齢群」、40 歳以上 50 歳未
満の教員を「中年齢群」、50歳以上の教員を「高年齢群」の 3つのカテゴリーに分けた。「若






































 男性（n＝42） 女性（n＝116） t値 p 
ストレッサー     
役割葛藤 21.45±4.16 21.56±3.83 0.15 n.s. 
同僚との関係 12.45±3.52 12.04±2.93 0.73 n.s. 
組織風土 14.57±2.48 14.63±2.46 0.13 n.s. 
評価懸念 8.81±2.43 9.40±2.13 1.47 n.s. 
GSES     
行動の積極性 3.38±2.32 2.96±1.96 1.14 n.s. 
失敗に対する不安 3.10±1.27 2.78±1.14 1.51 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.93±1.42 1.66±1.22 1.15 n.s. 
コーピング     
積極的対処行動 4.33±1.12 4.23±1.20 0.48 n.s. 
適応的対処行動 3.48±0.83 3.61±1.16 0.70 n.s. 
逃避的対処行動 1.38±1.27 0.99±1.08 1.92 n.s. 
GHQ     
身体的症状 2.71±2.13 3.47±2.04 2.04 * 
不安と不眠 3.19±2.41 2.93±2.18 0.64 n.s. 
社会的活動障害 1.50±1.70 1.19±1.43 1.06 n.s. 
うつ傾向 0.50±0.99 0.55±1.42 0.22 n.s. 
QOL     
身体的領域 3.70±0.68 3.63±0.71 0.52 n.s. 
心理的領域 3.70±0.70 3.70±0.53 0.02 n.s. 
社会的関係 3.44±0.79 3.51±0.65 0.63 n.s. 
環境領域 3.85±0.49 3.92±0.44 0.83 n.s. 


















































（n=17） F p 
ストレッサー      
役割葛藤 20.72±3.27 22.10±4.05 22.59±4.62 2.98 n.s. 
同僚との関係 11.84±3.21 12.58±3.10 11.47±2.10 1.45 n.s. 
組織風土 14.73±2.54 14.55±2.39 13.88±1.80 0.85 n.s. 
評価懸念 9.64±2.55 9.04±1.94 8.82±1.81 1.65 n.s. 
GSES      
行動の積極性 2.94±1.91 3.16±2.15 3.00±2.12 0.20 n.s. 
失敗に対する不安 2.75±1.20 2.91±1.20 3.06±1.20 0.60 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.81±1.17 1.70±1.39 1.71±1.36 0.13 n.s. 
コーピング      
積極的対処行動 4.25±1.34 4.32±0.99 4.12±1.11 0.21 n.s. 
適応的対処行動 3.51±1.19 3.59±0.99 3.59±1.00 0.12 n.s. 
逃避的対処行動 1.36±1.28 1.01±1.02 0.53±0.87 4.13 * 
GHQ      
身体的症状 3.13±1.90 3.51±2.22 3.29±2.29 0.54 n.s. 
不安と不眠 2.84±2.16 3.30±2.31 2.65±2.32 1.01 n.s. 
社会的活動障害 1.22±1.35 1.35±1.58 1.47±1.91 0.22 n.s. 
うつ傾向 0.51±1.26 0.55±1.26 0.76±1.89 0.25 n.s. 
QOL      
身体的領域 3.80±0.66 3.55±0.70 3.46±0.73 3.04 n.s. 
心理的領域 3.69±0.61 3.68±0.56 3.76±0.51 0.16 n.s. 
社会的関係 3.56±0.74 3.45±0.69 3.33±0.61 0.83 n.s. 
環境領域 3.93±0.51 3.91±0.40 3.84±0.39 0.27 n.s. 
























































（n＝20） t値 p 
ストレッサー     
役割葛藤 21.93±4.19 20.45±3.44 1.51 n.s. 
同僚との関係 12.32±3.10 12.35±3.60 0.04 n.s. 
組織風土 14.73±2.56 14.5±2.95 0.37 n.s. 
評価懸念 9.12±2.08 10.05±3.36 1.21 n.s. 
GSES     
行動の積極性 3.1±2.06 2.85±2.06 0.51 n.s. 
失敗に対する不安 2.85±1.18 2.7±1.34 0.53 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.76±1.31 1.55±1.15 0.70 n.s. 
コーピング     
積極的対処行動 4.20±1.24 4.25±1.16 0.19 n.s. 
適応的対処行動 3.58±1.13 3.5±0.89 0.29 n.s. 
逃避的対処行動 0.99±1.07 1.75±1.52 2.16 * 
GHQ     
身体的症状 3.37±2.14 3.05±1.73 0.63 n.s. 
不安と不眠 3.02±2.3 3.20±2.17 0.33 n.s. 
社会的活動障害 1.31±1.56 1.45±1.5 0.37 n.s. 
うつ傾向 0.63±1.44 0.35±0.81 0.86 n.s. 
QOL     
身体的領域 3.59±0.74 3.92±0.55 1.93 n.s. 
心理的領域 3.72±0.60 3.44±0.61 1.95 n.s. 
社会的関係 3.47±0.71 3.43±0.68 0.20 n.s. 
環境領域 3.88±0.49 3.89±0.45 0.05 n.s. 






















































 本島（n＝114） 離島（n＝59） t値 p 
ストレッサー     
役割葛藤 21.91±4.47 21.46±3.39 0.69 n.s. 
同僚との関係 12.30±3.06 12.37±3.35 0.15 n.s. 
組織風土 14.84±2.49 14.44±2.81 0.96 n.s. 
評価懸念 9.01±2.18 9.64±2.39 1.76 n.s. 
GSES     
行動の積極性 3.16±2.05 2.9±2.08 0.79 n.s. 
失敗に対する不安 2.88±1.18 2.75±1.24 0.68 n.s. 
能力の社会的位置づけ 1.93±1.30 1.37±1.19 2.75 ** 
コーピング     
積極的対処行動 4.37±1.11 3.88±1.38 2.52 * 
適応的対処行動 3.63±1.06 3.44±1.18 1.08 n.s. 
逃避的対処行動 1.02±1.10 1.20±1.24 1.01 n.s. 
GHQ     
身体的症状 3.33±2.03 3.32±2.25 0.03 n.s. 
不安と不眠 3.04±2.34 3.03±2.17 0.03 n.s. 
社会的活動障害 1.25±1.61 1.49±1.43 0.99 n.s. 
うつ傾向 0.61±1.46 0.59±1.25 0.05 n.s. 
QOL     
身体的領域 3.56±0.77 3.77±0.61 2.04 * 
心理的領域 3.70±0.64 3.67±0.54 0.24 n.s. 
社会的関係 3.41±0.77 3.57±0.56 1.52 n.s. 
環境領域 3.85±0.51 3.95±0.42 1.35 n.s. 












































































































 本研究における調査のアンケート回収率は 106名中、有効回答数は 106名で、回収率は
35 
 





であった。次いで、「25歳以上 30 歳未満」が 19名（17.9％）、「35 歳以上 40 歳未満」が
18名（17.0％）、「30歳以上 35歳未満」が 15名（14.2％）、「45歳以上 50歳未満」が 11
名（10.4％）、「50歳以上 55歳未満」が 5名（4.7％）、「55歳以上」が 4名（3.8％）、「25
歳未満」が 3名（2.8％）であった。「不明」は 9名（8.5％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は、12.4±8.0年、最大は 30年 4ヵ月、最小は 3ヶ月で
あった。 




















平均 SD ｔ値 p 
職務 73.73 14.03 
 
74.83 10.02 0.36 n.s. 
上司やリーダー 47.23 7.75  48.31 7.30 0.62 n.s. 
同僚や顧客との関係 46.92 7.00  46.98 6.00 0.04 n.s. 
ビジョン・経営者 56.58 9.26  57.55 8.27 0.49 n.s. 
処遇・報酬 27.12 5.59  27.88 5.13 0.62 n.s. 
能力開発・福利厚生・
生活サポート 













表Ⅳ－２  3群のワークシチュエーション下位尺度平均点 
  若手教員群 中堅教員群 ベテラン教員群 F p 
職務 75.50 73.87 72.33 0.52 n.s. 
上司やリーダー 49.45 47.74 44.78 2.50 n.s. 
同僚や顧客との関係 48.18 45.58 44.94 2.45 n.s. 
ビジョン・経営者 59.00 55.68 54.50 2.31 n.s. 
処遇・報酬 28.29 27.48 25.56 1.74 n.s. 
能力開発・福利厚生・生
活サポート 










表Ⅳ－３ ワークシチュエーション尺度と GHQ下位尺度の相関 
  GHQ28 
  身体的症状 不安と不眠 社会的活動障害 うつ傾向 
職務 -0.065 -0.051 -0.250* -0.148 
上司やリーダー 0.037 0.069 -0.006 -0.089 
同僚や顧客との関係 -0.040 -0.133 -0.201* -0.147 
ビジョン・経営者 -0.022 -0.033 -0.070 -0.041 
処遇・報酬 -0.115 -0.092 -0.086 0.004 
能力開発・福利厚生・生
活サポート 

































































沖縄県内の A特別支援学校に勤務する 106名の教職員を対象に質問紙調査を実施した。 
 
２．手続き 




















 本調査におけるアンケート回収率は 106 名中 106 名で、回収率は 100.0％であった。ま
た、欠損値についてはペアごとに除外して分析を行った。内訳は、男性 32名（30.2％）、女




であった。次いで、「25歳以上 30 歳未満」が 19名（17.9％）、「35 歳以上 40 歳未満」が
18名（17.0％）、「30歳以上 35歳未満」が 15名（14.2％）、「45歳以上 50歳未満」が 11
名（10.4％）、「不明」は 9名（8.5％）、「50歳以上 55歳未満」が 5名（4.7％）、「55歳以
上」が 4名（3.8％）、「25歳未満」が 3名（2.8％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 































役割葛藤 18.07±3.69 18.58±2.70 20.14±3.19 3.56 * 
同僚との関係 10.78±2.78 9.67±2.68 11.41±2.19 3.48 * 
組織風土 13.04±2.31 13.63±3.33 14.05±2.80 1.01 n.s. 
評価懸念 9.48±2.28 9.54±2.47 9.62±2.10 0.03 n.s. 


















職務 73.30±11.38 77.71±11.37 73.73±11.27 1.19 n.s. 
上司やリーダー 48.15±6.75 48.50±7.79 48.11±7.64 0.02 n.s. 
同僚や顧客との関係 47.04±5.47 47.88±7.54 46.19±5.84 0.54 n.s. 
ビジョン・経営者 57.26±9.74 58.29±9.57 57.03±6.51 0.17 n.s. 
処遇・報酬 27.30±5.33 29.71±5.81 26.27±4.48 3.31 * 
能力開発・福利厚生・生
活サポート 
57.26±9.12 58.04±8.52 54.32±9.23 1.49 n.s. 






















積極的対処行動 4.15±0.95 4.17±1.49 4.19±1.20 0.01 n.s. 
適応的対処行動 3.56±1.01 3.83±0.96 3.16±1.07 3.28 * 
逃避的対処行動 1.26±1.10 1.58±1.10 0.76±0.93 4.98 ** 

















身体的症状 2.74±1.83 3.58±2.17 3.65±1.93 1.89 n.s. 
不安と不眠 2.30±1.68 3.13±2.11 3.73±2.02 4.21 * 
社会的活動障害 0.85±1.17 1.50±1.98 1.57±1.86 1.52 n.s. 
うつ傾向 0.44±0.97 0.83±1.61 0.70±1.24 0.62 n.s. 














































































































 本研究における調査のアンケート回収率は 103 名中、有効回答数は 94 名で、回収率は





であった。次いで、「40歳以上 45 歳未満」が 23名（24.5％）、「30 歳以上 35 歳未満」が
16名（17.0％）、「45歳以上 50歳未満」が 12名（12.8％）、「50歳以上 55歳未満」が 6名
（6.4％）、「25歳以上 30歳未満」が 5名（5.3％）、「55歳以上」が 2名（2.1％）、「25歳未
満」が 0名（0.0％）、不明は 3名（3.2％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は 14.7年（SD 6.6年）であった。最大は 29年、最小
は 2年 4ヵ月であった。 
通算教職経験年数が 1年から 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の
教員を「中堅教員群」、20 年以上の教員を「ベテラン教員群」とした結果、「若手教員群」





















ない」が 24 名（25.8％）、「どちらともいえない」が 17 名（18.3％）、「やや身についてい


























情緒的消耗感 16.04±5.48  14.11±4.55  14.64±4.31  1.27 n.s. 
脱人格化 23.72±4.05  22.13±5.24  23.64±4.28  1.23 n.s. 





















情緒的消耗感 12.91±4.57 14.87±4.94 15.32±4.65 1.98 n.s. 
脱人格化 22.30±4.27 22.33±5.20 23.70±4.21 1.04 n.s. 



















情緒的消耗感 14.07±4.71 15.24±5.11 15.71±4.71 0.97 n.s. 
脱人格化 22.71±4.71 23.47±4.27 23.06±4.56 0.19 n.s. 




























役割葛藤 22.22±4.54 21.27±3.92 23.00±4.10 1.49 n.s. 
同僚との関係 12.00±2.81 12.40±5.88 12.53±3.88 0.11 n.s. 
組織風土 15.09±2.39 14.53±2.83 14.43±2.75 0.47 n.s. 




















役割葛藤 22.27±3.99 21.29±4.86 23.12±4.17 0.81 n.s. 
同僚との関係 12.59±4.66 11.06±3.63 12.82±4.07 0.93 n.s. 
組織風土 14.69±2.40 14.59±3.68 14.41±2.60 0.07 n.s. 
















































































































2013年 7月 22日、8月 8日、8月 13日の沖縄県教育職員免許法認定講習の休憩時にお
いて、特別支援学校教諭免許状取得を希望する教員を対象に質問紙調査を実施した。配布し








本研究における調査のアンケートの回収数は 260名中 223名で、回収率は 85.8％であっ
た。また、欠損値についてはペアごとに除外して分析を行った。内訳は、男性 57名（25.6％）、




であった。次いで、「35歳以上 40 歳未満」が 38名（17.0％）、「45 歳以上 50 歳未満」が
32名（14.3％）、「30歳以上 35歳未満」が 31名（13.9％）、「25歳以上 30歳未満」が 30
名（13.5％）、「50歳以上 55歳未満」が 10名（4.5％）、「55歳以上」が 8名（3.6％）、「25
歳未満」が 2名（0.9％）であった。不明は 25名（11.2％）であった。 
年代別の比較を行うために、年齢が 40 歳未満の教員を「若年齢群」、40 歳以上 50 歳未
満の教員を「中年齢群」、50歳以上の教員を「高年齢群」の 3つのカテゴリーに分けた。「若




























































ストレッサー    
役割葛藤 -0.139* -0.255** -0.128* 
同僚との関係 -0.164** -0.237** -0.068 
組織風土 -0.154* -0.328** -0.191** 
評価懸念 -0.363** -0.442** -0.363** 
コーピング    
積極的対処行動 0.165** 0.063 0.286** 
適応的対処行動 0.160** 0.079 0.149* 
逃避的対処行動 -0.023 -0.143* -0.00 
SOC    
把握可能感覚 0.366** 0.456** 0.300** 
処理可能感覚 0.222** 0.349** 0.141* 
有意味感覚 0.306** 0.362** 0.245** 
GHQ    
身体的症状 -0.331** -0.331** -0.283** 
不安と不眠 -0.276** -0.323** -0.173** 
社会的活動障害 -0.238** -0.318** -0.266** 
うつ傾向 -0.200** -0.296** -0.188** 
   * p<0.05   ** p<0.01 
 
６．重回帰分析 
































































































であった。次いで、「35歳以上 40 歳未満」が 16名（17.2％）、「30 歳以上 35 歳未満」が
14名（15.1％）、「45歳以上 50歳未満」が 14名（15.1％）、「50歳以上 55歳未満」が 7名
（7.5％）、「25歳以上 30歳未満」が 6名（6.5％）、「55歳以上」が 3名（3.2％）、「25歳未
満」が 0名（0.0％）、不明は 8名（8.6％）であった。 
 
３）回答者の通算教職経験年数 
回答者の通算教職経験年数の平均は 15.3年±7.1年であった。最大は 30年 7か月、最小
は 4年であった。 
通算教職経験年数が 1年から 10年未満の教員を「若手教員群」、10年以上 20年未満の
教員を「中堅教員群」、20 年以上の教員を「ベテラン教員群」とした結果、「若手教員群」















把握可能感覚 21.52±5.27 21.08±5.57 0.32 n.s. 
処理可能感覚 16.76±3.95 16.58±4.08 0.18 n.s. 
有意味感覚 19.10±4.80 20.23±3.91 1.08 n.s. 



















把握可能感覚 23.19±4.05 20.42±5.95 20.00±5.84 2.74 n.s. 
処理可能感覚 17.81±3.93 16.85±3.43 15.04±4.54 3.32 n.s. 
有意味感覚 21.08±3.33 19.06±4.36 19.81±4.45 1.77 * 








（r=-0.476, p<0.01）、「同僚との関係」（r=-0.393, p<0.01）、「組織風土」（r=-0.341, p<0.01）、
「評価懸念」（r=-0.550, p<0.01）、「処理可能感覚」と有意な相関が得られたのは「役割葛
藤」（r=-0.529, p<0.01）、「同僚との関係」（r=-0.460, p<0.01）、「組織風土」（r=-0.340, p<0.01）、
「評価懸念」（r=-0.407, p<0.01）、「処理可能感」と有意な相関が得られたのは「役割葛藤」




尺度名  ストレッサー尺度 
 下位尺度 役割葛藤 同僚との関係 組織風土 評価懸念 
 
SOC 
把握可能感覚 -0.476** -0.393** -0.341** -0.550** 
処理可能感覚 -0.529** -0.460** -0.340** -0.407** 
有意味感覚 -0.375** -0.196 -0.329** -0.338** 






 SOC（3下位尺度）と GHQについて尺度得点間の Pearsonの積率相関係数を求めた（表
Ⅷ－４）。 
 その結果、「把握可能感覚」と有意な相関が得られた GHQ 下位尺度は「身体的症状」





活動障害」（r=-0.422, p<0.01）、「うつ傾向」（r=-0.433, p<0.01）であった。 
 
表Ⅷ－４ SOCと GHQの相関 
  GHQ 
  身体的症状 不安と不眠 社会的活動障害 うつ傾向 
 
SOC 
把握可能感覚 -0.437** -0.610** -0.469** -0.323** 
処理可能感覚 -0.493** -0.515** -0.325** -0.354** 
有意味感覚 -0.310** -0.430** -0.422** -0.433** 












 標準化係数（β） ｔ値 有意確率 
把握可能感覚 -0.330 2.79 0.00** 
処理可能感覚 -0.263 2.47 0.02* 
有意味感覚 -0.202 2.07 0.04* 

















































































































対象患者については、平成 24年 8月から平成 26年 12月にかけて神田東クリニックを






















名のうち、373 名（56.1％）から回収した。また、質問紙に完答したものは 373 名のうち
339名（90.9％）であった。この 339名を一般群とした。一般群 339名の内訳は、男性 257
名（75.8％）、女性 82名（24.2％）であった。 
初診患者 843 名を対象とし、709 名（回収率 84.1％）から回収した。709名うち、質問
紙に完答したものは 629名（完答率 88.7％）であった。その中で初診時に明確な精神疾患




の内訳については、男性 221名（63.9％）、女性 125名（36.1％）であった。 
 
２）回答者の年齢 
 一般群の年齢の平均は 43.1±11.7 歳であった。最大は 77歳、最少は 21歳であった。臨
床群の年齢の平均は 41.4年±10.1年であった。最大は 70歳、最少は 20歳であった。 
 さらに、年齢ごとに 3 つのグループ「若年齢群（34 歳以下）」、「中年齢群（35 歳以上 49
歳以下）」、「高年齢群（50歳以上）」に分けたところ、一般群では若年齢群 82名（24.2％）、
中年齢群 150名（44.2％）、高年齢群 107名（31.6％）であり、臨床群では若年齢群 135名
（39.0％）、中年齢群 167名（48.2％）、高年齢群 44名（12.7％）であった。 
 
２．内的整合性による信頼性（Internal Reliability） 













 平均点 SD 修正済み項目合計相関 
項目 1 0.97 0.81 0.68 
項目 2 0.94 0.80 0.54 
項目 3 1.01 0.79 0.65 
項目 4 0.24 0.58 0.57 
項目 5 0.57 0.72 0.66 
項目 6 0.70 0.84 0.57 
項目 7 0.51 0.73 0.66 
項目 8 0.62 0.78 0.74 
項目 9 0.30 0.64 0.63 
項目 10 0.76 0.83 0.71 
項目 11 0.49 0.78 0.62 





項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
1 1            
2 0.49 1           
3 0.57 0.57 1          
4 0.37 0.29 0.29 1         
5 0.49 0.35 0.46 0.40 1        
6 0.44 0.29 0.41 0.44 0.50 1       
7 0.46 0.34 0.46 0.54 0.45 0.52 1      
8 0.56 0.41 0.45 0.47 0.53 0.40 0.55 1     
9 0.43 0.38 0.41 0.52 0.48 0.38 0.41 0.61 1    
10 0.54 0.35 0.43 0.47 0.52 0.38 0.55 0.66 0.50 1   
11 0.54 0.52 0.51 0.33 0.46 0.33 0.38 0.51 0.53 0.47 1  


















 1 2 
ODS10 0.81 -0.01 
ODS12 0.78 -0.12 
ODS7 0.70 0.02 
ODS4 0.69 -0.07 
ODS8 0.67 0.16 
ODS5 0.54 0.19 
ODS6 0.52 0.10 
ODS9 0.45 0.27 
ODS2 -0.16 0.84 
ODS3 0.05 0.71 
ODS11 0.06 0.69 











 一般群における年齢と ODSとのピアソンの相関係数は、全体では r=－0.200,p<0.01.、
男性では r=－0.191,p<0.01、女性では r＝－0.173,n.s.であり、全体と男性において有意な
負の相関がみられた。 
臨床群における年齢と ODSとのピアソンの相関係数は、全体では r=－0.153, p<0.01、
















表Ⅸ－４ 男女別の平均および t検定の結果（一般群） 
 男性（n=257） 女性（n=82） t値 p 
ODS平均と SD 7.58±6.43 9.13±6.48 1.90 n.s. 
 
 
表Ⅸ－５ 男女別の平均および t検定の結果（臨床群） 
 男性（n=221） 女性（n=125） t値 p 
ODS平均と SD 18.83±8.50 19.94±8.65 1.15 n.s. 
 
 
































t(303.79)=11.90, p<0.001、高年齢群では t(55.79)=7.62, p<0.001であり、若年齢群、中年
齢群、高年齢群のすべてにおいて、臨床群の方が一般群より ODS得点が有意に高かった。 
 
 表Ⅸ－８ 性別ごとの一般群と臨床群の ODS得点 
 全体 男性 女性 
一般群 臨床群 一般群 臨床群 一般 臨床群 
n 339 346 257 221 82 125 
ODS
平均点 
7.96±6.47 19.23±8.56 7.58±6.43 18.83±8.50 9.13±6.48 19.94±8.65 
t値 19.42 16.10 9.67 
p *** *** *** 
***p<0.001 
 
 表Ⅸ－９ 年齢ごとの一般群と臨床群の ODS得点 
 若年齢群 中年齢群 高年齢群 
一般群 臨床群 一般群 臨床群 一般群 臨床群 
n 82 135 150 167 107 44 
ODS
平均点 
9.11±7.42 20.64±8.14 8.45±6.27 18.37±8.50 6.38±5.68 18.18±9.60 
t値 10.46 11.90 7.62 


































































 気分障害及び適応障害群における ODSの ROC曲線下面積は 0.894、CES-Dは 0.904と








                  








































感度 84.0％、特異度 37.0％、陽性的中率 44.6％、陰性的中率 79.2％であった。うつを症状











ODS 陽性 199 247 





ODS 陽性 255 191 
陰性 91 92 
 
表Ⅸ－１４ ODSの妥当性 
 区分点 感度（％） 特異度（％） 陽性的中率（％） 陰性的中率（％） 
気分障害及び適応
障害の判定 
13／14 84.0 37.0 44.6 79.2 
うつを症状にもつ
精神障害の判定 
13／14 73.7 32.5 57.2 50.3 
 






す。いずれの群においてお区分点である 13／14点を超えた層の SSLRは 1.0を超え、それ
に満たない層においては 1.0未満であった。 
 
表Ⅸ－１５ 気分障害及び適応障害の判定における SSLR 
 疾患 SSLR 
あり なし 
ODS 
28点以上 53 60 1.46 
21～27点 74 88 1.39 
14～20点 72 99 1.20 
7～13点 27 90 0.50 







表Ⅸ－１６ うつを症状にもつ精神障害の判定における SSLR 
 疾患 SSLR 
あり なし 
 
28点以上 66 47 1.15 
21～27点 91 71 1.05 
14～20点 98 73 1.10 
7～13点 59 58 0.83 




 6点以下 7～13点 14～20点 21～27点 28点以上 
SSLR 0.33 0.50 1.20 1.39 1.46 
検査前確率 
10％（仮定） 3.5% 5.2% 11.7% 13.3% 13.8% 
検査前確率 
25％（仮定） 16.1% 22.5% 41.0% 44.6% 45.9% 
検査前確率 




 6点以下 7～13点 14～20点 21～27点 28点以上 
SSLR 0.77 0.83 1.10 1.05 1.15 
検査前確率 
10％（仮定） 7.8% 8.4% 10.8% 10.4% 11.2% 
検査前確率 
25％（仮定） 30.9% 32.5% 38.9% 37.8% 40.0% 
検査前確率 







尺度である CES-D との関連を調べたところ、一般群において 0.84 という高い相関が認め
られた。抑うつ評価質問紙である CES-D と、うつ病の重症度評価に用いられる BDI との
関連について論じられた文献では、0.51から 0.81の相関関係が報告されている（Shaver PR 
& Brennan KA, 1991; Wilcox H, Field T, Prodromidis M & et.al. , 1998）。さらに CES-D






































































 2014年の 9月 19日、10月 24日、11月 27日、及び 2015年の 1月 27日に、K社社員
のうち、アサーション研修に参加した計 40 名を対象とした。各会の人数は、初回 14 名、


















































  内訳（人） 平均年齢（歳） 標準偏差 
性別 男性 14（35.0%） 45.8 7.38 
 女性 26（65.0%） 43.1 6.46 
年齢 20代 0（0.0%） - - 
 30代 13（32.5%） 36.3 2.21 
 40代 17（42.5%） 45.0 3.35 










 3地点での GSES平均点の差について、対応のある t検定を行ったところ、研修の事前と
研修 1か月後の間において 5%水準で有意差がみられ、研修の 1か月後は研修の事前に比べ
セルフ・エフィカシーが高いことが示唆された（表Ⅹ－３）。 
 
表Ⅹ－３ 3地点での GSES平均点（n=35） 
 事前 事後 1ヶ月後 


























「関係調整」について、事後と 1 ヵ月後の間において 10%水準で有意差がみられ、事後
と比較して 1ヶ月後は関係調整の得点が下がることが示唆された。 
ENDCOREs総合の平均点については、事前と事後の間において 5%水準で有意差がみら






表Ⅹ－４ 3地点での ENDCOREs平均点（n=34） 
  事前 事後 1ヶ月後 
ENDCOREs 自己統制 3.60±0.84 3.37±0.92 3.34±1.02 
 表現力 4.20±0.97 4.07±1.04 3.93±1.05 
 解読力 3.63±1.16 3.60±0.99 3.32±1.01 
 自己主張 4.03±0.93 3.88±0.87 3.83±0.94 
 他者受容 3.17±0.85 3. 11±0. 87 3.10±0.94 
 関係調整 3.75±0.90 3. 69±0.85 3.50±0.91 
ENDCOREs総合 3. 75±0.65 3.62±0.73 3.51±0.77 
* p<0.05 , † p<0.1 
 
３）GHQ12 





 2地点での GHQ平均点について、対応のある t検定を行った結果、それぞれの地点間に
おいて有意な群間差はみられなかった（表Ⅹ－５）。 
 
表Ⅹ－５ 3地点での GHQ平均点（n=35） 
 研修直前 研修 1ヶ月後 


























表Ⅹ－６ 3地点での ODS平均点（n=35） 
 研修直前 研修 1ヶ月後 










表Ⅹ－７ 3地点での HPQ平均点（n=35） 
 事前 1ヶ月後 
HPQ 7.11±1.88 7.66±1.68 
                                                * p<0.05  
 
第４節 考察 
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